
[財政局] 1９款1項18目　高速鉄道事業会計繰出金 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

45 児童手当補助金 48,468 48,468 56,928 56,928 △ 8,460 △ 8,460

46 基礎年金公的負担補助金 342,413 342,413 312,813 312,813 29,600 29,600

47 特例債元金償還補助金 1,242,000 1,242,000 1,366,000 1,366,000 △ 124,000 △ 124,000

48 特別分企業債元利補助金 1,501,140 1,501,140 1,504,719 1,504,719 △ 3,579 △ 3,579

49 建設改良費出資金 3,854,000 3,854,000 3,086,000 3,086,000 768,000 768,000

50
地下高速鉄道整備事業
費補助金

91,112 91,112 165,556 165,556 △ 74,444 △ 74,444

51
特別減収対策企業債利
子補助金

18,996 18,996 18,996 18,996 0 0

52
公営企業債（脱炭素化
事業）元利補助金

14,741 14,741 9,662         9,662         5,079 5,079

計 7,112,870 7,112,870 6,520,674 6,520,674 592,196 592,196
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充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

児童手当補助金

19 99 90

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

              48,468令和8年度                    0                   0              48,468                   0                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

              56,928

             ▲8,460

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

              56,928

             ▲8,460

              39,840              45,168

              40,037

              48,468              48,468              48,468

                   0

              39,840

              35,078

              35,078

              45,168

              40,037

              48,468              48,468              48,468

                   0

                   0

　地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計から補助を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　地方公営企業職員（高速鉄道事業職員）にかかる児童手当に要する経費のうち、総務省繰出基準に基づき、一般会計から高速鉄道事
業会計に繰出しを行い、高速鉄道事業の経営基盤の強化を図ります。

事業目的

　総務省繰出金通知により、地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費の一部について一般会計が負担することとされています。

背景・課題

地方公営企業法第17条の３、総務省通知令和７年４月１日総財公第28号「令和７年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

【繰出基準】
　ア  ３歳に満たない児童に係る給付に要する経費の５分の３ 
　イ  ３歳以上18 歳に達する日以後の最初の３月31 日までの間にある児童に係る給付に要する経費

根拠・データ等

年間の児童手当支給額を基に、年度末に一括補助

事業スケジュール

平成12年度事業開始年度

1
7年度8年度

児童手当補助金
細事業(事業内訳） 1               48,468              56,928              ▲8,460 対象人数の減に伴う補助金の減

              48,468              56,928              ▲8,460

1総務課財政局

一般会計

足利 有喜 大濱 隼



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

基礎年金公的負担補助金

19 99 90

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

             342,413令和8年度                    0                   0             342,413                   0                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

             312,813

              29,600

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

             312,813

              29,600

             322,280             314,100

             244,713

             297,010             287,258             296,234

                   0

             322,280

             258,036

             258,036

             314,100

             244,713

             297,010             287,258             296,234

                   0

                   0

　地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に要する経費に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計から補助を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金について、公的負担に要する経費を計上します。
　総務省繰出基準に基づき、高速鉄道事業会計に繰出しを行うことにより、経営の健全化を図ります。

事業目的

　総務省繰出金通知により、地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に要する経費について一般会計が負担することとされています。

背景・課題

地方公営企業法第17条の３、総務省通知令和７年４月１日総財公第28号「令和７年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

・公的負担金率の推移（予算積算時点）
　令和４年度40.98/1000、令和５年度44.66/1000　令和６年度42.2/1000、令和７年度39.7/1000、令和８年度41.5/1000
【繰出基準】
繰出対象事業…地方公営企業の全部または一部を適用している事業で、前々年度において経常収支の不足額を生じているもの又は前年
度において繰越欠損金があるもの
基準額…基礎年金拠出金に係る公的負担額（前々年度における経常収支の不足額又は前年度における繰越欠損金のいずれか多い額を限
度とする。）

根拠・データ等

年間の基礎年金拠出額を基に、年度末に一括補助

事業スケジュール

平成13年度事業開始年度

1
7年度8年度

基礎年金公的負担補助金
細事業(事業内訳） 1              342,413             312,813               29,600 公的負担率の増に伴う補助金の増

             342,413             312,813               29,600

2総務課財政局

一般会計

足利 有喜 大濱 隼



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

特例債元金償還補助金

19 99 90

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

           1,242,000令和8年度                    0                   0           1,242,000                   0                   0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

           1,366,000

           ▲124,000

                   0

                   0                   0

                   0

                   0

           1,366,000

           ▲124,000

           1,605,000           1,487,000

           1,487,000

           1,116,000             986,000             855,000

                   0

           1,605,000

           1,605,000

           1,605,000

           1,487,000

           1,487,000

           1,116,000             986,000             855,000

                   0

                   0

　地下鉄事業特例債に係る元金償還相当額に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計から補助を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

　地下鉄事業の支払利子負担を軽減し経営の安定化を図るため、地下鉄事業特例債の発行を認めるとともに、その元金償還について所
要の助成を講じる制度です。
　総務省繰出基準に基づき、高速鉄道事業会計に繰出しを行うことにより、経営改善を図ります。

事業目的

　総務省繰出金通知により、平成25年度以降発行した地下鉄事業特例債に係る元金償還相当額について一般会計が負担することとされ
ています。

背景・課題

地方公営企業法第17条の３、総務省通知令和７年４月１日総財公第28号「令和７年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

・令和８年度償還計画
　発行年度：平成28年度発行額：1,242,000千円、令和⒏年度償還額：1,242,000千円
【繰出基準】
再々特例債
・発行対象：平成22年度以前に起こした地下鉄事業の建設改良費の財源に充てるために起こした公営企業債の利子
・発行期間：令和５年度から令和９年度まで（５年間）
・元金補助：平成25 年度以降発行した特例債の元金償還金について一般会計補助

根拠・データ等

上期・下期に支払う元利償還にあわせて、上期分・下期分を繰出します。

事業スケジュール

昭和53年度事業開始年度

1
7年度8年度

特例債元金償還補助金
細事業(事業内訳） 1            1,242,000           1,366,000            ▲124,000 特例債元金償還額の減に伴う補助金の減

           1,242,000           1,366,000            ▲124,000

3総務課財政局

一般会計

足利 有喜 大濱 隼



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

特別分企業債元利補助金

19 99 90

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

1,501,140令和8年度  0 0 1,501,140 0 0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

1,504,719

▲3,579

 0

 0 0

 0

 0

 1,504,719

 ▲3,579

1,504,719 1,504,719

 1,504,718

1,486,095 1,474,187 1,456,240

 0

1,504,719

1,504,718

1,504,718

 1,504,719

 1,504,718

1,486,095 1,474,187 1,456,240

 0

 0

　都市高速鉄道事業債（特別分企業債）に係る元利償還金の2/3相当額に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計から補助を行いま
す。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

実績

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

　横浜環状鉄道中山～日吉間については、地下鉄緊急整備事業制度（総務省所管）が適用され、高田町～東山田、川和町～中山の２区
間が地方単独区間と定められました。
　地下鉄緊急整備事業に基づき実施する地方単独事業費（地下鉄緊急整備単独事業分）の80％について、都市高速鉄道事業債（特別分
企業債）の発行を行い、その元利償還金の2/3相当額について、地方公営企業繰出基準に基づき、補助金を計上します。
　総務省繰出基準に基づき、高速鉄道事業会計に繰出しを行うことにより、経営基盤の強化を図ります。

事業目的

　総務省繰出金通知により、都市高速鉄道事業債（特別分企業債）に係る元利償還金の2/3について一般会計が負担することとされて
います。

背景・課題

地方公営企業法第17条の３、総務省通知令和７年４月１日総財公第28号「令和７年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

・令和８年度償還計画
元金償還額：1,945,430千円、利子償還額：306,280千円

・地下鉄緊急整備事業制度（総務省所管）
１つの路線に係る駅部・トンネル等について国庫補助整備区間と地方単独整備区間とに区分し、後者を地下鉄緊急整備事業として整

備する。（グリーンライン高田町～東山田、川和町～中山の２区間が該当）
【繰出基準】
　地下鉄緊急整備事業に基づき実施する地方単独事業費（地下鉄緊急整備単独事業分）の80％について、都市高速鉄道事業債（特別分
企業債）の発行を行い、その元利償還金の2/3相当額について、一般会計から補助

根拠・データ等

上期・下期に支払う元利償還にあわせて、上期分・下期分を繰出します。

事業スケジュール

平成10年度事業開始年度

1
7年度8年度

特別分企業債元利補助金
細事業(事業内訳） 1 1,501,140 1,504,719 ▲3,579 一部償還完了に伴う補助金の減

1,501,140 1,504,719 ▲3,579

4総務課財政局

一般会計

足利 有喜 大濱 隼



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

建設改良費出資金

19 01 02

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

3,854,000令和8年度  0 3,854,000 0 0 0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

3,086,000

768,000

 0

 0 0

 3,086,000

 768,000

 0

 0

3,543,000 3,335,000

 3,057,000

5,567,000 4,544,000 5,478,000

 0

3,543,000

2,931,000

2,931,000

 3,335,000

 3,057,000

5,567,000 4,544,000 5,478,000

 0

 0

　地下高速鉄道事業の建設改良費に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計から出資を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

実績

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

　地下高速鉄道事業に対する出資金について、建設改良費の20％相当額を一般会計からの出資金として計上します。
　総務省繰出基準に基づき、高速鉄道事業会計に繰出しを行うことにより、経営基盤の強化を図ります。

事業目的

　総務省繰出金通知により、地下高速鉄道の経営基盤の強化を図るための出資について、一般会計が負担することとされています。

背景・課題

　地方公営企業法第18条、総務省通知令和７年４月１日総財公第28号「令和７年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

・建設改良費の推移
（実績）令和４年度：204億円、令和５年度：168億円、令和６年度：155億円
（予算）令和７年度：173億円（繰越含む）
（見込）令和８年度：197億円、令和９年度：278億円、令和10年度：227億円、令和11年度：274億円
・繰出基準

繰出対象…地下高速鉄道事業の経営基盤の強化を図るための出資に要する経費
繰出基準額…建設改良費の20％

根拠・データ等

建設改良費の執行状況を踏まえ、年度末に繰出しを行います。

事業スケジュール

昭和45年度事業開始年度

1
7年度8年度

建設改良費出資金
細事業(事業内訳） 1 3,854,000 3,086,000 768,000 対象事業費の増に伴う出資金の増

3,854,000 3,086,000 768,000

5総務課財政局
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

地下高速鉄道整備事業費補助金

19 99 90

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

91,112令和8年度  0 91,000 112 0 0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

165,556

▲74,444

 0

 0 0

 165,000

 ▲74,000

 556

 ▲444

7,778 65,556

 84,444

188,467 188,467 188,467

 0

7,778

21,111

21,111

 65,556

 84,444

188,467 188,467 188,467

 0

 0

　国庫補助の対象となった地下高速鉄道整備事業に係る工事又は資産の取得に要する経費に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計
から補助を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

実績

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

　国庫補助の対象となった下記の事業に係る経費について、一般会計協調補助分を計上します。
　総務省繰出基準に基づき、高速鉄道事業会計に繰出しを行うことにより、資本費負担の軽減を図ります。

【対象事業】
・防災・減災対策の強化が喫緊の課題となっている首都圏直下地震・南海トラフ地震などに備えて、より多くのお客様の安全を確保す
る観点や、一時避難場所や緊急輸送道路の確保等の公共的な機能も考慮し、主要駅や高架橋等の鉄道施設の耐震対策をより一層推進す

事業目的

るもの。

　総務省繰出金通知により、地下高速鉄道の資本費負担の軽減を図り、その建設を推進するため、建設改良費の一部について一般会計
が負担することとされています。

背景・課題

地方公営企業法第17条の３、総務省通知令和７年４月１日総財公第28号「令和７年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

【繰出基準】
・繰出対象…国庫補助の対象となった地下高速鉄道整備事業に係る工事又は資産の取得に要する経費に102％を乗じて得た額の80％
・繰出基準額…当該建設改良費に35％を乗じて得た額

根拠・データ等

事業費確定後、年度末に繰出します。

事業スケジュール

平成25年度事業開始年度

1
7年度8年度

地下高速鉄道整備事業費補助金
細事業(事業内訳） 1 91,112 165,556 ▲74,444 対象事業費の減に伴う補助金の減

91,112 165,556 ▲74,444

6総務課財政局

一般会計

足利 有喜 大濱 隼



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

特別減収対策企業債利子補助金

19 99 90

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

18,996令和8年度  0 0 18,996 0 0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

18,996

0

 0

 0 0

 0

 0

 18,996

 0

31,963 40,255

 18,995

31,991 31,991 31,991

 0

31,963

16,503

16,503

 40,255

 18,995

31,991 31,991 31,991

 0

 0

　特別減収対策企業債の利子償還額の1/2相当に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計から補助を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

実績

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

　特別減収対策企業債の利子償還額の1/2相当額について、地方公営企業繰出基準に基づき、補助金を計上します。
　総務省繰出基準に基づき、高速鉄道事業会計に繰出しを行うことにより、支払利子負担の軽減を図ります。

事業目的

　総務省繰出金通知により、特別減収対策企業債の利子償還額の1/2相当額について一般会計が負担することとされています。

背景・課題

地方公営企業法第17条の３、総務省通知令和７年４月１日総財公第28号「令和７年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

・特別減収対策企業債発行・償還計画
令和３年度発行額：4,421,000千円、利率：0.001％、0.229％
令和４年度発行額：4,271,000千円、利率：0.52%、0.612％
令和５年度発行額：733,000千円、利率：0.68%
令和８年度利子支払予定額：37,991千円

【繰出基準】
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための取組に伴う利用者の減少等により、資金不足の発生又は拡大が見込まれる地方公
営企業が発行する資金手当てのための公営企業債（特別減収対策企業債）の利子負担を軽減するため、償還利子の1/2を一般会計から
補助

根拠・データ等

上期・下期に支払う利子償還にあわせて、上期分・下期分を繰出します。

事業スケジュール

令和4年度事業開始年度

1
7年度8年度

特別減収対策企業債利子補助金
細事業(事業内訳） 1 18,996 18,996 0

18,996 18,996 0

7総務課財政局

一般会計
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和8年度

令和 5年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 18

公営企業債（脱炭素化事業）元利補助金

19 99 90

事業名称

歳出予算科目 政策群番号 施策群番号

14,741令和8年度  0 0 14,741 0 0

令和7年度

令和6年度令和5年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

9,662

5,079

 0

 0 0

 0

 0

 9,662

 5,079

313 2,499

 743

24,075 26,481 33,420

 0

313

200

200

 2,499

 743

24,075 26,481 33,420

 0

 0

　公営企業債（脱炭素化事業）の元利償還相当額に対して、総務省繰出基準に基づき一般会計から補助を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

実績

11年度10年度9年度8年度7年度6年度5年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

　公営企業債（脱炭素化事業）の元利償還相当額について、地方公営企業繰出基準に基づき、補助金を計上します。
　総務省繰出基準に基づき、高速鉄道事業会計に繰出しを行うことにより、支払利子負担及び資本費負担の軽減を図ります。

事業目的

　総務省繰出金通知により、公営企業債（脱炭素化事業）の元利償還相当額について一般会計が負担することとされています。

背景・課題

地方公営企業法第17条の３、総務省通知令和７年４月１日総財公第28号「令和７年度の地方公営企業繰出金について（通知）」根拠法令・方針決裁等

・公営企業債（脱炭素化事業）発行・償還計画
令和４年度発行額： 25,000千円、利率：0.8％
令和５年度発行額： 62,000千円、利率：0.9％
令和６年度発行額：270,000千円、利率：1.117～1.6％
令和７年度発行予定額：372,000千円、想定利率：2.1～2.6％
令和８年度利子支払予定額：14,741千円、元金償還予定額：なし

【繰出基準】
　「地球温暖化対策計画」(令和３年10月22日閣議決定)を踏まえ、公営企業の脱炭素化に取組むため、企業債（脱炭素化事業）の元利
償還金に相当する額を一般会計から補助

根拠・データ等

上期・下期に支払う元利償還にあわせて、上期分・下期分を繰出します。

事業スケジュール

令和5年度事業開始年度

1
7年度8年度

公営企業債（脱炭素化事業）元利補助金
細事業(事業内訳） 1 14,741 9,662 5,079 公営企業債（脱炭素化事業）残高の増加に伴

う補助金の増

14,741 9,662 5,079

総務課財政局

一般会計

足利 有喜 大濱 隼
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